
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

日本放送協会平成２３年度業務報告書 
 

 

 

 

 



 

 

 







－１－ 



－２－ 



－３－ 



－４－ 



－５－ 



－６－ 



－７－ 



 

 

 

 

 

 

 

 

－８－ 



－９－ 



－１０－ 



－１１－ 



－１２－ 



’

－１３－ 



－１４－ 



－１５－ 



－１６－ 



－１７－ 



－１８－ 



－１９－ 



 

 

 

   

－２０－ 



－２１－ 



－２２－ 



－２３－ 



－２４－ 



－２５－ 



－２６－ 



－２７－ 



－２８－ 



 

－２９－ 



－３０－ 



－３１－ 



 

－３２－ 



 

－３３－ 



 

－３４－ 



 

－３５－ 



 

－３６－ 



 

 

－ ３７ －  

第５章 視聴者関係業務の概況 
 

１ 広報活動及び情報公開 

 (1) 広報活動 

 視聴者の信頼を高め、協会の活動に対する理解と支持を得るとともに、放送番組の視聴

を促進するため、広報活動を実施した。 

  ア 事業運営や放送番組に関する広報 

 公共放送の役割や存在意義、受信料制度への理解の促進を図るため、協会の事業運営や

改革の取り組み状況などを紹介する広報番組「ＮＨＫとっておきサンデー」や、デジタル

放送への視聴者の疑問にわかりやすく答えるミニ番組「デジタルＱ」等のほか、「ＮＨＫ

平成２４年度予算審議～衆議院総務委員会～」、「ＮＨＫ決算審議～参議院総務委員会～」

等を放送した。また、番組の見どころを紹介する「土曜スタジオパーク」を放送するとと

もに、ミニ番組「もうすぐ９時プレマップ」等で放送番組を周知した。 

 パソコンや携帯電話に向けては、ホームページで、東日本大震災についての協会の取り

組みをはじめ、放送番組や事業運営に関する情報の周知を図るとともに、完全デジタル化

に向けた情報提供を行った。６月、広報出版物「ステラ」について、電子書籍版の作成、

提供を開始した。 

 報道機関に対しては、会長、放送総局長等の記者会見を実施するとともに、経営や放送

に関する取材に協力した。 

  イ アナログテレビジョン放送の円滑な終了に向けた周知 

 アナログ放送終了に関する問い合わせに対応するコールセンターにおいて、対応要員を

増員するなど、問い合わせ対応に万全を期した。 

 また、総務省、民間放送事業者、受信機メーカー、社団法人デジタル放送推進協会等と

連携して、アナログ放送の終了について、放送、イベント、ホームページ等で周知に努め

た。特に、７月、岩手県、宮城県、福島県を除く４４都道府県で、アナログ放送の画面上

に７月２４日のアナログ放送終了までの日数を表示するカウントダウンスーパーの表示を

実施した。岩手県、宮城県、福島県においても、２４年３月、同様の表示を実施した。 

 

 (2) 経営・事業内容に関する情報の公開 

 受信料によって運営されている公共放送として、事業活動や財務内容等に関して透明性
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を確保し、視聴者に対する説明責務を果たす観点から、ＮＨＫ情報公開基準に基づく情報

公開を推進した。 

  ア 情報の提供 

 視聴者からの電話や電子メール等による問い合わせに対しては、迅速かつ適切な対応に

努め、情報提供を行った。 

 事業活動や財務内容等に関する情報については、放送、パンフレット、ホームページ等

を活用して積極的に提供したほか、主な文書は各放送局等で閲覧可能とした。決算につい

ては、官報に公告した。    （インターネットで公開している主な文書 資料２０） 

 番組制作費については、テレビジョン放送番組をニュース・報道やドラマなど１０の

ジャンルに分け、予算公表時には、ジャンル別に番組名を示しつつ、１本あたりの制作費

の目安を公開した。決算公表時には、ジャンル別の制作費の決算額の直接制作費、人件費

等を合わせたトータルコストを、ジャンル別の編成比率とともに公開した。 

  イ 情報の開示 

ＮＨＫ情報公開規程にのっとり、視聴者からの「開示の求め」に応じて、協会が保有し

ている文書（電磁的に記録されたものを含む。）を公開した。 

 新たに受け付けた「開示の求め」は１６４件で、１３４件について検討を終えた。検討

結果の内訳は、開示・一部開示が８３件、不開示が４１件、対象外が１０件であった。

「再検討の求め」に対しては、部外有識者で構成するＮＨＫ情報公開・個人情報保護審議

委員会が３１件について審議し、すべての案件について答申を行った。このうち２８件に

ついては、協会の当初判断が妥当とされた。協会は、すべての案件について、同委員会の

答申どおりの最終判断を行った。情報開示の実施状況については、月ごとに取りまとめ、

ホームページで公表した。同委員会は１２回開催された。 

                （委員名 資料２１）（情報開示の状況 資料２２） 

 なお、情報開示の求めの対象とならない分野の文書についても、可能な範囲で情報を提

供した。 

 

２ 理解促進活動、視聴者意向の集約 

 (1) 視聴者との交流・ふれあい活動 

 視聴者との交流・ふれあいを図るため、東京の放送センターにおいて、「みんなの広場 

ふれあいホール」を積極的に活用したほか、視聴者参加型イベント「渋谷ＤＥどーも」等

を実施した。また、来館者向けの常設の見学施設「ＮＨＫスタジオパーク」を全面改修し、
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１０月、リニューアルオープンした。各地の放送会館等においては、番組やデジタル放送

等に関する展示を実施したほか、会館ロビーを地域のサークル等の展示の場として開放し

た。また、各地の小学生を対象に、「キミが主役だ！ＮＨＫ放送体験クラブ」、技術職員が

放送のしくみをわかりやすく説明する「ＮＨＫ出前授業」、ＮＨＫ交響楽団との共催によ

る「ＮＨＫこども音楽クラブ」、アナウンサーが学校を訪問する「ＮＨＫ朗読ひろば」を

全国で開催したほか、東日本大震災の被災地の保育園・幼稚園等に、幼児・こども向け番

組のキャラクターによるミニステージを派遣し、被災地の子供たちに元気を届ける「ＮＨ

Ｋ被災地応援イベントキャラバン」を展開した。全国の放送会館の来館者数は年間２８８

万人（うち「ＮＨＫスタジオパーク」の来館者数は１０月から３月末までで３０万人）で

あった。 

 

 (2) 視聴者対応業務 

視聴者の満足度を向上させる観点から、視聴者の多様な意向を収集し、業務に迅速、的

確に反映する活動を実施した。「ＮＨＫふれあいセンター」において、視聴者からの電話

やメール等による問い合わせや意見を受け付け、特にアナログ放送終了に際しては、電話

対応コミュニケーターを臨時に増やした。「ＮＨＫふれあいセンター」や、各放送局・支

局の視聴者対応窓口「ＮＨＫハートプラザ」等に寄せられた視聴者の苦情その他の意見は

年間４５３万件だった。これらに対しては迅速かつ適切に対応するとともに、分析結果を

業務改善につなげた。また、これらの意見や対応状況については、概要を経営委員会に報

告するとともに、放送やホームページ等で紹介した。 

  （業務に関して寄せられた意見の件数 資料２３） 

視聴者の多様な意見を業務に反映させることをねらいとした「ＮＨＫふれあいミーティ

ング」を全国各地で１,２２９回開催し、参加者は４万人であった。 

 また、インターネット会員サービス「ＮＨＫネットクラブ」は、さまざまなジャンルの

番組と連携し、会員サービスの充実に努め、年度末の会員数は１７８万人であった。 

 なお、６月、前年度の視聴者サービス活動の概要を「ＮＨＫ視聴者ふれあい報告書  

２０１１」として取りまとめ、公表した。 

 

３ 公開番組の実施、番組の利用促進等 

 (1) 公開番組、催物等 

放送番組に対する視聴者の理解と関心を高めるため「ＮＨＫのど自慢｣、「ＢＳ日本のう
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た」、「ごきげん歌謡笑劇団」、「歌の散歩道」等の公開番組を全国各地で実施した。「第６

２回ＮＨＫ紅白歌合戦」等、一部の公開番組において、受信料支払者限定の観覧募集を実

施した。 

放送と連動したイベントとして、大河ドラマ特別展「江～姫たちの戦国～」、「生誕１０

０年 岡本太郎展」、特別展「写楽」、「空海と密教美術展」、「ＮＨＫ音楽祭２０１１」、

「ＮＨＫバレエの饗宴２０１２」等を開催した。社会的に関心の高い課題への取り組みと

して、「ＮＨＫ防災キャンペーン」、「ＮＨＫ環境キャンペーン」、福祉をテーマにした「Ｎ

ＨＫハートプロジェクト」、食料をテーマにした「ふるさとの食 にっぽんの食」に関連

したイベントを全国各地で開催した。さらに、学校単位で参加する教育イベント「ＮＨＫ

全国学校音楽コンクール」、「ＮＨＫ杯全国放送コンテスト」、「アイデア対決・全国高等専

門学校ロボットコンテスト」等を実施した。 

このほか、社会福祉法人ＮＨＫ厚生文化事業団等との共催により、「東日本大震災義援

金」、台風１２号による災害義援金等４件の「災害たすけあい」と「ＮＨＫ歳末たすけあ

い・ＮＨＫ海外たすけあい」を、放送と連動して実施した。 

 

 (2) 放送番組の利用促進 

 学校放送番組の利用促進を図るため、放送教育研究会等と連携して、放送教育の全国・

地方研究大会及び研修会を実施するとともに、「先生のためのデジタルテレビ・ＩＣＴ活

用講座」を全国１０か所で実施したほか、「ＮＨＫ for School 利用ガイド２０１１」、

「学校放送番組利用のてびき」を作成し、ホームページ等により周知した。なお、高等学

校講座番組の充実とその利用促進に協力する学校法人日本放送協会学園に対し、助成金を

交付した。 
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子 会 社 等 の 概 要 

  （平成２４年３月３１日現在） 

＜子会社＞ 

会 社 名 

所 在 地 

設 立 年 月 

代 表 者 

ホ ー ム ペ ー ジ 

事業内容 

 

資 本 金 

協会出資額 

(比率％) 

(*1) 

 

売上高 

当期純利益 

剰余金等 

配当総額 

協会の受取配当額 

(*2) 

 

役員数 

役員兼任数 
協会退職者数 

従業員数 
協会退職者数 

(*3) 

 

協会支払額 

(*4) 

 

協会の 

副次収入額 

(*4) 

  

ＮＨＫエンタープライズ 
東京都渋谷区神山町4-14 

平成元年６月 
社長 佐藤 寿美 
http://www.nhk-ep.co.jp/ 

○協会の委託による放送番組の制作、
購入、販売 

○協会の委託による映像国際放送業

務 
○協会の委託によるケーブルテレビ事
業者への放送番組の提供 

○各種映像ソフトの制作、販売 
○各種催物の企画、実施 等 

万円 百万円 人 百万円 百万円 

125,000  52,881 18(12) 38,993 1,532 

  844 2( 0)     

101,890  14,028 12(10) (37,932) (1,403) 

(80.7)  
 

      

[97.3]  625 498     

  505 123     

  

ＮＨＫエデュケーショナル 
東京都渋谷区神山町9-2 

平成元年５月 
社長 村上 憲一 
http://www.nhk-ed.co.jp/ 

 

○協会の委託による教育・教養番組の
制作、購入 

○放送大学学園番組の制作 

○主として教育に関する映像、音声等
の各種コンテンツの制作、販売 

○主として教育に関する催物の企画、

実施 等 

         

10,000  21,403 9( 6) 16,934 1,303 

  387 2( 0)     

6,700  5,049 7( 6) (16,036) (1,753) 

(67.0)         

[100.0]  235 242     

  157 42     

  

ＮＨＫグローバルメディア 
サービス 
東京都渋谷区神山町9-2 
昭和63年２月 

社長 平田 哲 
http://www.nhk-g.co.jp 

○協会の委託によるニュース、スポーツ
番組の制作、購入 

○協会の委託による回線コーディネー
ション業務  

○協会の委託による字幕番組の制作 

等 
 

         

43,500  20,453 14( 8) 18,465 166 

  739 4( 0)     

24,950  7,703 9( 8) (16,186) (166) 

(66.5)         

[91.4]  559 348     

  371 120   

  

日本国際放送 
東京都渋谷区神南1-19-4 
平成20年４月 

社長 川上 淳 
http://www.jibtv.com/ 
 

○協会の委託による外国人向けテレビ

ジョン国際放送番組の制作、送出、
受信環境整備 

○外国人向け独自番組の制作、放送、

販売 等 

         

39,000  4,574 12( 2) 3,611 588 

  138 3( 0)     

20,000  76 4( 2) (3,119) (613) 

(51.3)         

[61.5]  － 46     

  － 9     

 
ＮＨＫプラネット 
東京都渋谷区神山町5-20 

昭和63年12月 
社長 小森 隆夫 
http://www.nhk-pn.jp/ 

 

○協会の委託による主に地域文化・社
会を素材とした放送番組の制作 

○各種映像ソフトの制作、販売 

○各種催物の企画、実施 等 

         

35,850  7,759 10( 4) 4,929 194 

  54 3( 0)     

18,594  2,066 6( 4) (4,788) (186) 

(52.2)         

[85.4]  23 209     

  12 36     

 

＊１ 比率は議決権保有割合。［ ］内は子会社保有分を含めた議決権保有割合。 

＊２ 百万円未満切捨て。売上高・事業収入の※は消費税込み。24年6月12日現在の見込みを含む。 

   剰余金等は利益処分前の額で、利益準備金を含み、資本準備金、評価差額金を含まない。 

   配当総額と協会の受取配当額は23年度決算に基づく24年度配当の予定額。 

＊３ （ ）内は常勤役員数の再掲。役員兼任数は協会職員（関連公益法人等は協会役職員）による兼任数。 

＊４ 百万円未満切捨て。消費税込み。（ ）内は22年度の額。 

 

 

（資料４４） 

http://www.nhk-pn.jp/


- １２８ - 

会 社 名 

所 在 地 

設 立 年 月 

代 表 者 

ホ ー ム ペ ー ジ 

事業内容 

 

資 本 金 

協会出資額 

(比率％) 

(*1) 

 

売上高 

当期純利益 

剰余金等 

配当総額 

協会の受取配当額 

(*2) 

 

役員数 

役員兼任数 
協会退職者数 

従業員数 
協会退職者数 

(*3) 

 

協会支払額 

(*4) 

 

協会の 

副次収入額 

(*4) 

 
ＮＨＫプロモーション 
東京都渋谷区神山町5-5 
昭和52年10月 
社長 横里 幸一 

http://www.nhk-p.co.jp/ 
 

○協会の放送番組に関連した催物の企
画、実施 

○各種催物の企画、実施 等 

万円 百万円 人 百万円 百万円  

10,000  6,919 9( 4) 805 130 

  85 2( 0)     

5,700  1,446 5( 4) (697) (130) 

(57.0)  
 

      

[94.0]  60 50     

  34 7     

 
ＮＨＫアート 
東京都渋谷区富ヶ谷1-14-7 
昭和36年７月 

社長 岡田 円治 
http://www.nhk-art.co.jp/ 
 

○協会の委託による放送番組の制作に

係る美術業務 
○コンピューターグラフィックソフトの企

画、制作 
○展示装飾等の一般美術業務 等 

    
 

    

20,000  14,713 10( 6) 9,850 0 

  273 3( 0)     

12,670  2,481 5( 4) (9,633) (0) 

(63.4)  
 

      

[96.9]  80 222     

  50 7     

 
ＮＨＫメディアテクノロジー 
東京都渋谷区神山町4-14 
昭和59年10月 
社長 西山 博一 

http://www.nhk-mt.co.jp/ 

○協会の委託による放送番組の制作に
係る技術業務 

○各種映像ソフトの制作に係る技術業務 
○協会の委託によるコンピューターシス
テムの管理運用、情報処理 

○ソフトウェアの開発、販売、情報提供、
コンサルティング 等 

    
 

    

38,000  27,017 13( 8) 20,740 38 

  447 4( 0)     

26,698  9,235 9( 8) (20,251) (35) 

(70.5)  
 

      

[93.3]  207 1,119     

  146 276     

 
ＮＨＫ出版 
東京都渋谷区宇田川町41-1 
昭和６年４月 

社長 溝口 明秀 
http://www.nhk-book.co.jp/ 
 

○協会の放送番組に係るテキストの発

行 
○協会の放送番組に関連する図書、雑
誌の出版 

○各種書籍、ビデオ、CD-ROM等の発
行 

○音楽著作権の管理 等 

    
 

    

6,480  17,289 9( 6) 96 865 

  △610 2( 0)     

3,300  12,079 5( 4) (52) (529) 

(50.9)  
 

      

[68.9]  7 269     

  3 19     

 
ＮＨＫビジネスクリエイト 
東京都渋谷区神南1-13-8 

昭和56年２月 
社長 八幡 恒二 
http://www.nhk-bc.co.jp/ 

 

○協会の建物、設備等の総合管理業務 
○協会子会社等入居ビルの所有、管
理、運営 

○協会及び子会社等所有の車両の運
行管理 

○放送に関する情報処理 

○経理、人事、給与、福利厚生に関する
事務 等 

    
 

    

20,500  9,286 10( 4) 4,988 0 

  493 3( 0)     

5,000  7,876 5( 4) (5,087) (0) 

(14.2)  
 

      

[76.1]  203 435     

  29 55     

 
ＮＨＫアイテック 
東京都渋谷区神南1-4-1 
昭和44年７月 

社長 中西 義明 
http://nhkitec.com/ 

○協会の委託による放送設備、共同受

信設備の建設、保全 
○スタジオ設備等の設計、施工 等 

    
 

    

30,000  41,297 14( 8) 15,295 76 

  1,098 3( 0)     

15,100  14,981 6( 6) (25,401) (73) 

(50.3)  
 

      

[58.7]  600 754     

  302 144     

 
ＮＨＫ文化センター 
東京都港区南青山1-1-1 

昭和53年12月 
社長 出田 幸彦 
http://www.nhk-cul.co.jp/ 

 

○教養、趣味、実用、健康等の各種講
座の運営を通じた協会の放送番組の
利用促進 

○各種講演会等の企画、実施 等 

    
 

    

20,000  8,419 9( 5) 52 83 

  △259 2( 0)     

2,000  1,152 6( 5) (129) (93) 

(10.0)  
 

      

[88.5]  － 190     

  － 40     

 

ＮＨＫ営業サービス 
東京都渋谷区富ヶ谷1-17-10 
平成２年１月 

社長 小林 良介 
http://www.nhk-nbs.co.jp/ 
 

○協会の委託による受信料関係の事

務、情報処理、受信相談の受付 等 

    
 

    

15,000  17,167 7( 4) 12,642 0 

  701 2( 0)     

12,000  3,548 5( 4) (10,689) (0) 

(80.0)  
 

      

[95.0]  312 836     

  250 169     

 



- １２９ - 

＜関連会社＞ 

会 社 名 

所 在 地 

設 立 年 月 

代 表 者 

ホ ー ム ペ ー ジ 

事業内容 

 

資 本 金 

協会出資額 

(比率％) 

(*1) 

 

売上高 

当期純利益 

剰余金等 

配当総額 

協会の受取配当額 

(*2) 

 

役員数 

役員兼任数 
協会退職者数 

従業員数 
協会退職者数 

(*3) 

 

協会支払額 

(*4) 

 

協会の 

副次収入額 

(*4) 

 

放送衛星システム 
東京都渋谷区富ヶ谷1-16-4 

平成５年４月 

社長 竹中 一夫 

http://www.b-sat.co.jp/ 

 

○放送衛星の調達 

○放送衛星の中継器の譲渡、リース 

○放送衛星の管制 

○基幹放送局提供事業 等 

万円 百万円 人 百万円 百万円  

1,500,000  10,250 16( 5) 1,560 233 

  594 4( 0)     

749,970  7,769  3( 2) (2,922) (237) 

(49.998)  
 

      

[49.998]  150 66     

  74 16     

 

 

総合ビジョン 
東京都港区赤坂9-5-24 

昭和61年１月 

社長 薄井 正人 

http://www.sogovision.co.jp/ 

 

○放送、有線テレビジョン、ビデオソフト用

映像素材の企画、制作、販売 等 
     

20,000  1,842 9( 4) 1,063 133 

  58 0( 0)     

－  1,253 5( 3) (1,010) (106) 

(0)  
 

      

[25.0]  10 12     

  － 1     

 
NHK Cosmomedia America 

100 Broadway,15th floor,NY 

10005 U.S.A. 

1990年12月 

社長 髙田 和昭 

 

○北米地域における衛星、ケーブルテレ

ビ等を利用した番組供給事業 

○アメリカ地域における協会関連番組の

制作とその支援業務 

○協会関連番組の制作等に関するリサー

チ・コーディネーション業務 等 

万$ 万$       

1,612  3,446 11( 5) 20 － 

  178 2( 2)   
 

－ 93 4( 1) (0) (－) 

(0)          

[39.9]  57 38     

  －  0     

 

NHK Cosmomedia (Europe) 

65 Clifton Street, London, 

EC2A 4JE, U.K 

1989年11月 

社長 望月 雅文 

 

○欧州地域における衛星、ケーブルテレ

ビ等を利用した番組供給事業 

○欧州地域における協会関連番組の制

作とその支援業務 

○協会関連番組の制作等に関するリサー

チ・コーディネーション業務 等 

万￡ 万￡       

698  1,046 8( 3) 1 － 

  77 1( 1)   
 

-  124 4( 1) (0) (－) 

(0)        
 

[31.2]  12 27     

  －  0     

 

 

ビーエス・コンディショナル 

アクセスシステムズ 
東京都渋谷区渋谷1-1-8 

平成12年２月 

社長 浦崎  宏 

http://www.b-cas.co.jp 

○ＢＳデジタル放送の有料放送・自動表

示メッセージ及びデジタル放送の番組

の著作権保護等に使用する限定受信

方式（B-CAS方式）の統括的な運用・

管理 等 

万円 百万円 
   

150,000  13,032 12( 4) 1,301 － 

  470 1( 0)   
 

27,630  1,330 2( 1) (2,423) (－) 

(18.4)          

[18.4]  － 15     

 － 3   

 

  

http://b-cas.co.jp/


- １３０ - 

＜関連公益法人等＞ 

会 社 名 

所 在 地 

設 立 年 月 

代 表 者 

ホ ー ム ペ ー ジ 

事業内容 

 

基本財産 

 

 

 

事業収入 

 

(*2) 

役員数 

役員兼任数 
協会退職者数 

従業員数 
協会退職者数 

(*3) 

 

協会支払額 

(*4) 

 

協会の 

副次収入額 

(*4) 

ＮＨＫサービスセンター 
東京都渋谷区宇田川町41-1 

昭和26年２月 

理事長 大島 敏男 

http://www.nhk-sc.or.jp/ 

 

○協会の委託による番組情報誌の発行

及び番組公開、展示、広報業務 等 

万円  百万円 人 百万円 百万円 

30,000  11,203 11( 5) 7,178 503 

  
 

1( 0)     

 
  3( 3) (8,131) (650) 

 
        

 
  238     

    91     

ＮＨＫインターナショナル 
東京都渋谷区宇田川町7-13 

昭和55年７月 

理事長 諸星 衛 

http://www.nhkint.or.jp/ 

 

○協会の委託による外国の放送事業者

等への放送番組の提供 

○協会の放送番組を中心とした国際番

組ライブラリー事業の運営 等 

    
 

    

10,000  1,722 10( 3) 827 42 

  
 

1( 0)     

 
  3( 3) (1,137) (29) 

 
        

 
  43     

    11     

ＮＨＫエンジニアリング 

サービス 
東京都世田谷区砧1-10-11 

昭和56年12月 

理事長 河口 正人 

http://www.nes.or.jp 

○協会の委託による協会の研究開発に

基づく技術移転、特許の周知、斡旋 

○音響、映像、無線等に関する調査研究

並びに機器の試験、評価 等 

    
 

    

3,000  ※1,322 10( 2) 1,031 738 

  
 

1( 0)     

 
  2( 2) (1,290) (861) 

 
        

 
  55     

    21     

ＮＨＫ放送研修センター 
東京都世田谷区砧1-10-11 

昭和60年８月 

理事長 内村 正教 

http://www.nhk-cti.jp/ 

 

○協会の委託による協会職員に対する

研修 

○一般放送事業者の従業員等に対する

研修 

○ことば、映像によるコミュニケーション技

術の普及 等 

          

10,000  ※1,488 13( 3) 1,101 57 

  
 

1( 0)     

 
  3( 3) (1,171) (58) 

 
        

 
  72     

    34     

日本放送協会学園 
国立市富士見台2-36-2 

昭和37年10月 

理事長 原田 豊彦 

http://www.n-gaku.jp/ 

 

○協会の放送を利用する通信制高等学

校の運営 

○生涯学習通信講座の実施 等 

          

376,570  ※3,818 9( 4) 350   － 

  
 

3( 0)   
 

 
  3( 3) (350) (－) 

 
        

 
  127     

    10     

ＮＨＫ交響楽団 
東京都港区高輪2-16-49 

昭和17年４月 

理事長 日向 英実 

http://www.nhkso.or.jp/ 

 

○協会の放送での利用を目的とする演奏

の実施 

○公開演奏会の実施 等 

          

3,000 ※2,984 11( 3) 1,412 4 

  
 

1( 0)     

 
  3( 3) (1,439) (4) 

 
       

 
  138     

    4     

ＮＨＫ厚生文化事業団 
東京都渋谷区神南1-4-1 

昭和35年８月 

理事長 中村 季惠 

http://www.npwo.or.jp/ 

 

○障害者、高齢者福祉事業への助成 

○協会の社会福祉番組の普及、周知及

び制作協力 等 

 

 

 

         

10,040  ※500 12( 3) 187 3 

  
 

2( 0)     

 
  4( 3) (190) (3) 

 
        

 
  18     

    5     

日本放送協会共済会 
東京都渋谷区宇田川町41-1 

昭和30年２月 

理事長 中澤 俊明 
http://www.disclo-koeki.org/02b/00523/ 

○協会役職員への福利厚生事業 等           

275,447  ※3,385 20( 5) 882 － 

  ＜一般会計＞ 14( 0) (883) 
 

 
  3( 3) ＜一般会計＞  (－) 

 
※4,786   2,943   

 
＜特別会計＞ 159 (3,109)   

    15 ＜特別会計＞    

このほか、健康保険法に基づく日本放送協会健康保険組合(昭和18年4月設立､ 理事長 石渡良夫)がある。 



－１３１－ 



－１３２－ 



－１３３－ 



－１３４－ 


	表紙

	目次

	第１章　事業の概況

	第２章　放送番組の概況

	１　国内放送

	２　国際放送

	３　放送番組の国際交流


	第３章　放送番組に関する世論調査及び研究

	第４章　営業及び受信関係業務の概況

	第５章　視聴者関係業務の概況

	第６章　放送設備の建設改修及び運用の概況

	第７章　放送技術の研究

	第８章　業務組織の概要及び職員の状況

	第９章　財政の状況

	第１０章　子会社等の概要

	第１１章　その他

	資料

	資料目次

	（資料１）日本放送協会の沿革

	（資料２）テレビジョンの放送事項別放送時間及び比率（本部）

	（資料３）ラジオの放送事項別放送時間及び比率（本部）

	（資料４）テレビジョン補完放送の放送時間（本部））

	（資料５）地域放送番組放送時間

	（資料６）中央・地方放送番組審議会委員

	（資料７）テレビジョン国際放送の使用衛星

	（資料８）ラジオ国際放送の使用言語別放送地域

	（資料９）ラジオ国際放送の放送事項別放送時間及び比率

	（資料１０）ラジオ国際放送の中継放送時間（１日）

	（資料１１）国際放送番組審議会委員

	（資料１２）放送文化研究委員会委員

	（資料１３）放送受信契約の種別及び受信料額

	（資料１４）都道府県別放送受信契約件数

	（資料１５）種類別免除契約件数

	（資料１６）放送受信契約件数（有料）の推移

	（資料１７）支払区分別放送受信契約件数の推移

	（資料１８）毎期・前払別放送受信契約件数の推移

	（資料１９）特例の利用件数

	（資料２０）インターネットで公開している主な文書

	（資料２１）ＮＨＫ情報公開・個人情報保護審議委員会委員

	（資料２２）情報開示の状況（平成２３年度）

	（資料２３）業務に関して寄せられた意見の件数

	（資料２４）地上デジタルテレビジョン放送局（総合・教育）開設局名（平成２３年度）

	（資料２５）放送局（地上放送）の概要

	（資料２６）放送局（地上放送）運用局数の推移

	（資料２７）放送技術審議会委員

	（資料２８）放送技術研究委員会委員

	（資料２９）経営委員会委員の経歴

	（資料３０）会長、副会長、理事の経歴

	（資料３１）組織図

	（資料３２）放送局等所在地

	（資料３３）要員効率化の推移

	（資料３４）資産、負債及び純資産（資本）の推移

	（資料３５）損益の推移

	（資料３６）キャッシュ・フロー

	（資料３７）収入支出決算表

	（資料３８）衛星放送に係る収入と経費の推移

	（資料３９）受信料、収納率等の推移

	（資料４０）交付金収入の推移

	（資料４１）副次収入の推移

	（資料４２）業務別事業経費の推移

	（資料４３）子会社等系統図

	（資料４４）子会社等の概要

	（資料４５）子会社、関連会社からの出資先（議決権保有割合３％以上）

	（資料４６）子会社等以外への出資

	（資料４７）ＮＨＫ受信料制度等専門調査会委員

	（資料４８）個人情報の開示等の状況（平成２３年度）





